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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第48期
第２四半期
累計期間

第49期
第２四半期
累計期間

第48期
第２四半期
会計期間

第49期
第２四半期
会計期間

第48期

会計期間 

自 平成21年
３月１日

至 平成21年
８月31日

自 平成22年
３月１日

至 平成22年
８月31日

自 平成21年
６月１日

至 平成21年
８月31日

自 平成22年
６月１日

至 平成22年
８月31日

自 平成21年
３月１日

至 平成22年
２月28日

売上高 （千円） 68,567,08576,598,81735,268,41639,315,455140,960,391
経常利益 （千円） 1,170,9841,842,001774,2421,248,3553,562,001
四半期（当期）純利益 （千円） 370,795 486,286 99,599 159,1231,476,357
持分法を適用した場合の
投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 2,167,8502,167,8502,167,850
発行済株式総数 （株） － － 17,494,50017,494,50017,494,500
純資産額 （千円） － － 35,587,88936,506,20236,653,092
総資産額 （千円） － － 55,871,31659,096,31557,404,119
１株当たり純資産額 （円） － － 2,040.892,091.882,101.06
１株当たり四半期（当
期）純利益金額 （円） 21.27 27.88 5.71 9.12 84.70

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） 21.26 27.86 5.71 9.11 84.63

１株当たり配当額 （円） － － － － 36.00

自己資本比率 （％） － － 63.7 61.8 63.8
営業活動による
キャッシュ・フロー （千円） 2,704,1014,123,238 － － 5,739,762

投資活動による
キャッシュ・フロー （千円） △4,643,581△1,440,423 － － △13,127,851

財務活動による
キャッシュ・フロー （千円） 319,767△644,348 － － 288,432

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 （千円） － － 10,013,5326,572,0554,533,588

従業員数 （人） － － 1,078 1,165 1,094

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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２【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。  

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年８月31日現在

従業員数（人） 1,165(4,863)

（注）従業員数は就業人員であり、パートタイマーの当第２四半期会計期間の平均雇用人員は（　）内に外数で記載し

ております（１日８時間換算）。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

部門別

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

　
前年同四半期比

　
（％）
　

金額（千円）
構成比
（％）

青果 3,993,90113.5 110.4

鮮魚 2,097,487 7.1 104.8

精肉 2,094,799 7.0 105.0

フード 2,375,819 8.1 110.6

デイリー 7,211,31124.5 112.4

グロッサリー 9,392,37731.9 113.1

食品計 27,165,69692.1 111.0

ノンフーズ 2,196,562 7.4 117.2

その他 123,545 0.5 100.5

合計 29,485,803100.0 111.4

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．フードとは、惣菜、寿司、ベーカリー等、デイリーは日配品、グロッサリーは加工食品、ノンフーズは

衣料及び住居関連、その他は催事等であり、他勘定振替高を含んでおります。

３. 鮮魚及びフードには、一次加工所納入実績分がそれぞれ含まれております。

 

(2) 販売実績

部門別

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日)

　
前年同四半期比

　
（％）　
　

金額（千円）
構成比
（％）

青果 4,898,062 12.5 110.4

鮮魚 2,862,269 7.3 105.3

精肉 3,003,505 7.6 106.1

フード 4,367,052 11.1 110.3

デイリー 9,845,000 25.0 113.6

グロッサリー 11,477,15929.2 113.6

食品計 36,453,04992.7 111.4

ノンフーズ 2,718,783 6.9 112.9

その他 143,622 0.4 100.2

合計 39,315,455100.0 111.5

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．フードとは、惣菜、寿司、ベーカリー等、デイリーは日配品、グロッサリーは加工食品、ノンフーズは

衣料及び住居関連、その他は催事等であります。
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３．地区別の売上高実績及び構成比は、次のとおりであります。

  

 

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日　
至　平成22年８月31日）

　
前年同四半期比　

　
（％）　

　
対前年同四半期　

店舗数増減
　

四半期末
店舗数

売上高（千円） 構成比(％)

 

静岡県伊豆地区計 13 5,929,336 15.1 97.9 －

静岡県東部地区計 21 10,209,382 26.0 107.6 1

静岡県中部地区計 12 4,933,917 12.5 143.2 3

静岡県西部地区計 23 8,106,226 20.6 118.1 2

静岡県計 69 29,178,862 74.2 112.9 6

神奈川県計 9 5,336,077 13.6 98.1 －

山梨県計 7 2,649,199 6.7 94.3 －

愛知県計 4 2,136,997 5.4 188.3 2

本部等 - 14,319 0.1 47.9 －

合計 89 39,315,455100.0 111.5 8

 

(3）単位当たり売上高

 当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日）

　
前年同四半期比　

（％）　
売　　　上　　　高 39,315,455千円 111.5

１㎡当たり売上高 平均売場面積
156,241㎡ 115.9

１㎡当たり売上高 251千円 96.2

１人当たり売上高 平均売場人員数
6,008人 101.9

１人当たり売上高 6,543千円 109.4

（注）１．平均売場面積は,期中平均によっております。

２．平均売場人員数は、パートタイマー（１日８時間換算）を含めた期中平均であります。
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２【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策の効果や企業の設備投資の下げ止まりなど、一部

には景気回復の兆しが見られたものの、円高基調による企業の警戒感が高まり先行き不透明感が継続する状況で推

移しました。また、食品スーパーマーケット業界を取り巻く環境は、雇用・所得環境が改善せず個人消費は低迷し、

依然として厳しい状況が続いております。　

このような中、当社は「高コスト体質からの決別　オペレーション改革元年!!」を当事業年度のスローガンに掲

げるとともに、基本の徹底と１円の積み重ねを大切にするという小売業の原点に立ち返り、店内作業の効率化と生

産性の向上に取り組んでおります。

販売面においては、一人当たり買上点数の増加策に注力し、お客さま視点でわかりやすく買いやすい単品量販の

売場づくりを進めるとともに、当社の名物企画である火曜・水曜市の再構築と夕方からの時間帯の販売強化に取り

組みました。またイオンのグループ力を活かした価格訴求やトップバリュの拡販にも引き続き取り組みました。直

近の８月度におけるトップバリュの売上高構成比は9.9％と前年同月より0.5ポイント上昇いたしました。

オペレーション改革の取組みにおいては、作業の棚卸しによるムダ・ムラの排除と、適正な人員再配置による作

業効率の改善とその水平展開に取り組みました。また、コスト構造改革として、人時基準に基づく人員再配置等を行

うとともに、経費全般の見直しと引下げを進めたことにより、当第２四半期累計期間における販売費及び一般管理

費の対売上高比率は23.9％と前年同期より0.8ポイント改善しました。

店舗展開においては、新たに３店舗を開設するとともに、マックスバリュＥＸ業態店舗を中心に９店舗をディス

カウント業態に転換し収益改善に取り組みました。このほか、お客さまの利便性を重視した購買頻度の高い医薬品

に絞り込んだ医薬品販売コーナーを順次設置いたしました。当第２四半期会計期間末における店舗数は89店舗、そ

の内ディスカウント業態は12店舗、医薬品の取扱い店舗は９店舗となっております。 

これらの取組みにより、既存店ベースでの売上高は、第１四半期会計期間においては、94.2％でしたが、当第２四

半期会計期間においては97.7％と回復に転じております。また、コストコントロールを強化した結果、販売費及び一

般管理費は売上の伸びを下回り、対前年同期比92.9％となり利益の底上げを図ることができました。

以上により当第２四半期会計期間の業績は、売上高393億15百万円(対前年同期比111.5％)、営業利益は12億46百

万円(同164.3％)、経常利益は12億48百万円(同161.2.％)、四半期純利益は１億59百万円(同159.8％)となり、二桁の

増収増益を確保することができました。

　

（２）財政状態の分析

①資産

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ、16億92百万円増加し、590億96百万円となっておりま

す。これは現金及び預金の増加10億34百万円、関係会社預け金の増加10億円、売却等による土地の減少２億69百万

円などによるものであります。

②負債

当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ、18億39百万円増加し、225億90百万円となっており

ます。これは買掛金が16億22百万円増加したこと、また、賞与引当金が２億14百万円増加したことなどによるもの

であります。

③純資産

当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ、１億46百万円減少し、365億６百万円となっておりま

す。これは四半期純利益の計上４億86百万円、剰余金の配当６億27百万円などによるものであります。　
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末に比

し16億75百万円増加し、65億72百万円となっております。当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は23億68百万円(前年同期は１億74百万円の収入)となりました。これは税引前四

半期純利益６億40百万円、減価償却費６億44百万円、減損損失６億１百万円、仕入債務の増加８億97百万円などに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は６億85百万円(前年同期は34億47百万円の支出)となりました。これは有形固定

資産の取得による支出８億69百万円、有形固定資産の売却による収入２億40百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は８百万円(前年同期は０百万円の支出)となりました。これはリース債務の返済

などによるものであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

 　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

（２）設備の新設、除却等の計画

①重要な設備計画の完了

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完了したも

のは次のとおりであります。

新設 

 事業所名 所在地 営業開始日 営業時間

 マックスバリュ幸田店  愛知県額田郡幸田町  平成22年７月29日  9：00～23：30

　

②重要な設備計画の変更　

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設について変

更があったものは、次のとおりであります。

事業所名 所在地 事業の名称

設備の　内　

容
投資予定金額

資金調達

方　　法

　

着手及び完了

予 定 年 月

 

区

分

売場

面積

(㎡)

総額 既支払額

着手 完了(千円) (千円) 

　 　

（仮称）
静岡市
清水区　

小売事業

新
設

2,5241,750,100874,418自己資金　平成22.6　平成23.3マックスバリュ
清水八坂店

店
舗

※建築工期延長などにより、当初の完了予定日平成22年12月を、平成23年３月に変更しております。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年10月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 17,494,500 17,494,500
東京証券取引所

（市場第二部）

　単元株式数

100株

計 17,494,500 17,494,500 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第１回新株予約権

平成20年４月７日取締役会決議

当第２四半期会計期間中にすべての権利が行使され、当第２四半期会計期間末現在の残高はありません。

  

第３回新株予約権

平成22年４月20日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年８月31日）

新株予約権の数（個） 104

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,400　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
　自　平成22年６月７日

　至　平成37年６月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 772  

資本組入額 386（注）２　

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者（新株予約権を引き受けた取締役をい

う。以下同じ。）は、権利行使時においても、当社の取

締役または監査役の地位にあることを要する。但し、

当社の取締役及び監査役を退任した場合であっても、

退任日から５年以内に限って権利行使ができる。

②　新株予約権については、その数の全数につき一括し

て行使することとし、これを分割して行使することは

できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権者は、新株予約権を譲渡し、またはこれ

を担保に供することはできないものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割（または併合）の比率

　当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式

数の調整を行う。

２．新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には資本組入れは行わないものとす

る。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成22年６月１日

 平成22年８月31日
～ － 17,494,500 － 2,167,850 － 2,893,374

（６）【大株主の状況】

　 平成22年８月31日現在

　 　 所　有 発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

氏名又は名称 住  所 株式数

　 　 （千株）

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５－１ 12,000 68.59

マックスバリュ東海従業員持株会 静岡県駿東郡長泉町下長窪３０３－１ 451 2.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 395 2.26

ビーエヌピー パリバ セック サービス ルクセンブル

グ  ジャスデック アバディーン グローバル クライ

アント アセッツ

２３， ＡＶＥＮＵＥ ＤＥ ＬＡ ＰＯＲＴＥ 　　Ｎ

ＥＵＶＥ Ｌ－２０８５ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ
253 1.45

(常任代理人　香港上海銀行東京支店） （東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 　 　

エスジ－エスエス エスピ－エ－ パイオニア インベ

ストメント  エスジ－ア－ル ピ－エ－

ＧＡＬＬＥＲＩＡ ＰＥＴＴＡＲＩ，２ ２０１２２

 ＭＩＬＡＮＯ ＩＴＡＬＹ
169 0.97

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） （東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 　 　

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 135 0.77

バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアン

ト アカウント ジェイピーアールデイ アイエスジー 

エフイー－エイシー

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １３３ 　Ｆ

ＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ 　　　　ＥＣ４

Ａ２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ

128 0.74

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） （東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 　 　

ビーエヌピー パリバ セキュリティーズ サービス パ

リス ジャスデック フランス
３ ＲＵＥ Ｄ’ＡＮＴＩＮ ７５００２ ＰＡＲＩＳ 72 0.41

（常任代理人　香港上海銀行東京支店） （東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 　 　

ＣＢＮＹ－ＤＦＡ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴ ＴＲＵＳＴ

ＣＯＭＰＡＮＹ－ＪＡＰＡＮＥＳＥ ＳＭＡＬＬ   

ＣＯＭＰＡＮＹ ＳＥＲＩＥＳ

６３００ ＢＥＥ ＣＡＶＥ ＲＯＡＤ， 　　　　　ＢＬ

ＤＧ ＯＮＥ ＡＵＳＴＩＮ ＴＥＸＡＳ 

７８７４６ ＵＳＡ

59 0.34

（常任代理人　シティバンク銀行株式会社） （東京都品川区東品川２丁目３番１４号） 　 　

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 58 0.33

計 　－ 13,723 78.44

　（注）上記には信託業務に係る株式が次のとおり含まれております。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）       　 ３９５千株

　　野村信託銀行株式会社（投信口）　　　　　　　　　 　　　　　 １３５千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成22年８月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －　　　　

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　46,900 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　17,314,700 173,136 －

単元未満株式  普通株式     132,900 － －

発行済株式総数 17,494,500 － －

総株主の議決権 － 173,136 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。　　　

         なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権11個が含まれておりません。

 

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式に係る単元未満株式28株が含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成22年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

マックスバリュ東海株式会社
静岡県駿東郡長泉町

下長窪303番地1
46,900－ 46,900 0.27

計 － 46,900－ 46,900 0.27

 

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 1,048 1,055 1,040 1,022 1,022 1,005

最低（円） 1,000 1,019 983 993 997 979

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年３月１日から平成21年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21

年８月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について 

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、当該子会社であった株式会社シーズンセレクトは、平成22年４月19日をもって清算結了しております。 

EDINET提出書類

マックスバリュ東海株式会社(E03087)

四半期報告書

13/30



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,539,927 4,505,401

売掛金 70,689 44,747

商品 2,595,868 2,360,092

繰延税金資産 793,267 756,586

関係会社預け金 ※1
 1,000,000 －

その他 3,316,636 2,783,862

流動資産合計 13,316,389 10,450,689

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 18,471,280

※2
 17,423,883

土地 12,351,959 12,621,601

その他（純額） ※2
 6,035,521

※2
 6,784,920

有形固定資産合計 36,858,762 36,830,405

無形固定資産

のれん 1,835,746 2,356,303

その他 192,974 174,867

無形固定資産合計 2,028,721 2,531,171

投資その他の資産

繰延税金資産 2,649,645 2,986,428

差入保証金 3,068,909 3,125,513

その他 1,229,389 1,549,701

貸倒引当金 △55,499 △69,790

投資その他の資産合計 6,892,443 7,591,853

固定資産合計 45,779,926 46,953,429

資産合計 59,096,315 57,404,119

負債の部

流動負債

買掛金 10,452,918 8,830,571

短期借入金 ※3
 1,000,000

※3
 1,000,000

未払法人税等 484,345 644,050

賞与引当金 684,480 470,362

役員業績報酬引当金 16,050 33,967

店舗閉鎖損失引当金 1,695 15,110

その他 4,947,167 4,869,290

流動負債合計 17,586,656 15,863,352

固定負債

退職給付引当金 3,495,126 3,367,925

商品券回収損失引当金 33,260 33,756

その他 1,475,070 1,485,993

固定負債合計 5,003,457 4,887,674

負債合計 22,590,113 20,751,027
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,167,850 2,167,850

資本剰余金 2,893,374 2,893,374

利益剰余金 31,450,945 31,594,002

自己株式 △62,919 △69,952

株主資本合計 36,449,250 36,585,274

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 48,932 62,217

評価・換算差額等合計 48,932 62,217

新株予約権 8,018 5,600

純資産合計 36,506,202 36,653,092

負債純資産合計 59,096,315 57,404,119
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年８月31日)

売上高 68,567,085 76,598,817

売上原価 51,424,197 57,558,462

売上総利益 17,142,887 19,040,354

その他の営業収入 1,278,066 1,518,164

営業総利益 18,420,954 20,558,519

販売費及び一般管理費 ※1
 17,277,133

※1
 18,706,840

営業利益 1,143,821 1,851,678

営業外収益

受取利息 13,653 9,065

受取配当金 1,383 1,670

受取補償金 － 10,500

違約金収入 16,075 －

生命保険配当金 － 6,913

雑収入 5,789 13,689

営業外収益合計 36,902 41,838

営業外費用

支払利息 8,528 36,537

事業譲受関連費用 1,200 －

支払補償費 － 9,144

雑損失 9 5,835

営業外費用合計 9,738 51,516

経常利益 1,170,984 1,842,001

特別利益

固定資産売却益 － 2,299

貸倒引当金戻入額 12,333 11,290

補助金収入 76,968 29,495

その他 7,878 5,174

特別利益合計 97,181 48,259

特別損失

固定資産売却損 4,225 －

固定資産除却損 35,759 15,021

減損損失 ※2
 408,139

※2
 631,783

店舗閉鎖損失引当金繰入額 15,795 －

リース解約損 19,496 －

その他 10,202 10,919

特別損失合計 493,619 657,724

税引前四半期純利益 774,546 1,232,535

法人税、住民税及び事業税 493,920 446,146

法人税等調整額 △90,168 300,102

法人税等合計 403,751 746,249

四半期純利益 370,795 486,286
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

売上高 35,268,416 39,315,455

売上原価 26,474,127 29,453,178

売上総利益 8,794,288 9,862,277

その他の営業収入 650,637 766,398

営業総利益 9,444,926 10,628,675

販売費及び一般管理費 ※1
 8,686,023

※1
 9,381,813

営業利益 758,903 1,246,862

営業外収益

受取利息 4,436 5,009

受取配当金 1,383 1,670

受取補償金 － 10,500

違約金収入 12,000 －

生命保険配当金 － 6,913

雑収入 3,299 5,334

営業外収益合計 21,119 29,428

営業外費用

支払利息 4,575 17,281

事業譲受関連費用 1,200 －

支払補償費 － 9,144

雑損失 5 1,509

営業外費用合計 5,780 27,935

経常利益 774,242 1,248,355

特別利益

固定資産売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 5,815 5,400

その他 634 －

特別利益合計 6,450 5,400

特別損失

固定資産売却損 3,875 －

固定資産除却損 8,869 10,587

減損損失 ※2
 408,139

※2
 601,673

店舗閉鎖損失引当金繰入額 14,795 －

リース解約損 14,496 －

その他 4,793 1,086

特別損失合計 454,970 613,347

税引前四半期純利益 325,722 640,408

法人税、住民税及び事業税 176,905 302,476

法人税等調整額 49,216 178,808

法人税等合計 226,122 481,284

四半期純利益 99,599 159,123
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 774,546 1,232,535

減価償却費 1,006,021 1,295,473

減損損失 408,139 631,783

のれん償却額 77,959 133,800

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,333 △14,290

賞与引当金の増減額（△は減少） 144,972 214,118

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △47,490 －

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） 35,620 △17,917

退職給付引当金の増減額（△は減少） 114,428 127,201

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △3,302 △13,415

商品券回収損失引当金の増減額(△は減少) △745 △496

受取利息及び受取配当金 △15,037 △10,735

支払利息 8,528 36,537

固定資産売却損益（△は益） 4,225 △2,299

固定資産除却損 35,759 15,021

売上債権の増減額（△は増加） 6,420 △25,942

たな卸資産の増減額（△は増加） △189,749 △231,607

仕入債務の増減額（△は減少） 1,722,806 1,622,347

その他 △486,704 △260,291

小計 3,584,065 4,731,823

利息及び配当金の受取額 22,317 10,728

利息の支払額 △8,618 △35,198

法人税等の支払額 △893,662 △584,114

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,704,101 4,123,238

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 700,000 －

有形固定資産の取得による支出 △5,227,582 △1,951,871

有形固定資産の売却による収入 91,406 241,327

無形固定資産の取得による支出 △4,001 △58,569

子会社の清算による収入 － 353,424

敷金及び保証金の差入による支出 △206,455 △73,579

敷金及び保証金の回収による収入 110,625 77,291

その他 △107,573 △28,446

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,643,581 △1,440,423

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,000,000 －

リース債務の返済による支出 － △16,437

自己株式の取得による支出 △472 △141

自己株式の売却による収入 － 151

配当金の支払額 △679,760 △627,924

その他 － 5

財務活動によるキャッシュ・フロー 319,767 △644,348

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,619,712 2,038,467

現金及び現金同等物の期首残高 11,633,244 4,533,588

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,013,532

※
 6,572,055
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日） 

　　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

（四半期損益計算書）

　前第２四半期累計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「違約金収入」（当第２四半期累計期間計上

額1,950千円）については、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、当第２四半期累計期間では営業外収益の

「雑収入」に含めて表示しております。

　

　前第２四半期累計期間において、特別損失に区分掲記しておりました「リース解約損」（当第２四半期累計期間計上

額235千円）については、重要性が低下したため、当第２四半期累計期間では特別損失の「その他」に含めて表示して

おります。　

　

　

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

（四半期損益計算書）

　前第２四半期会計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「違約金収入」（当第２四半期会計期間計上

額1,470千円）については、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、当第２四半期会計期間では営業外収益の

「雑収入」に含めて表示しております。　
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年８月31日）

前事業年度末
（平成22年２月28日）

 ※１　関係会社預け金 

イオン株式会社との金銭消費寄託契約に基づく寄

託運用預け金であります。 

　

※２　有形固定資産の減価償却累計額

11,813,767千円

　

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

当第２四半期会計期間末における貸出コミットメ

ントに係る借入金未実行残高は次のとおりでありま

す。　

貸出コミットメントの総額 4,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

借入金未実行残高 3,000,000千円　

　

 ─────────　

　

　

　

※２　有形固定資産の減価償却累計額

10,784,596千円

　

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入金未実行残高は次のとおりであります。

　

貸出コミットメントの総額 4,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

借入金未実行残高 3,000,000千円　
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

販売促進費 861,285千円

従業員給料及び賞与 7,339,325千円

賞与引当金繰入額 632,729千円

役員業績報酬引当金繰入額 35,620千円

退職給付費用 178,497千円

法定福利及び厚生費 988,134千円

不動産賃借料 1,800,713千円

減価償却費 1,006,021千円

水道光熱費 1,119,326千円

修繕維持費 725,410千円

のれん償却額 77,959千円

　

※２　当第２四半期累計期間において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

　なお、「MV」はマックスバリュ、「EX」はマックスバ

リュEX（エクスプレス）の略であり、特に記載の無い

ものはヤオハンであります。

用途

　

場所

　

種類及び減損損失

建物 器具備品 その他 合計

（千円）　 （千円） （千円） （千円）

店舗
MV浜松可美店　　

（浜松市南区）
40,53624,70013,10478,341

店舗
EX下田銀座店　　

（静岡県下田市）
83,82117,2893,774104,886

店舗
EX唐瀬店　　　　（静

岡市葵区）
2,673 53 　1,9454,672

店舗
葵町店　　　　　（浜

松市中区）
371 1,071 493 1,936

賃貸

不動産

シーズンセレクト

福田店　　　　（静岡

県磐田市）

173,049    － 45,253218,302

合計 300,45343,11464,569408,139

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

店舗及び賃貸不動産を基礎とし、また遊休資産については

物件毎にグルーピングしております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続し

てマイナスとなる見込みである店舗の資産グループ、閉店

の意思決定をした店舗等の資産グループ及び市況の変化に

伴い市場価格の著しく下落した遊休資産について、その帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

販売促進費 1,034,587千円

従業員給料及び賞与 7,798,008千円

賞与引当金繰入額 684,480千円

役員業績報酬引当金繰入額 16,050千円

退職給付費用 194,412千円

法定福利及び厚生費 1,048,356千円

不動産賃借料 1,984,480千円

減価償却費 1,295,473千円

水道光熱費 1,239,889千円

修繕維持費 867,059千円

のれん償却額 133,800千円

　

※２　当第２四半期累計期間において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

 なお、「EX」はマックスバリュＥＸ（エクスプレ

ス）の略であります。

　

用

途

　

場所

　

種類及び減損損失

建物 構築物

工具、器

具及び

備品

土地　 のれん その他 合計

（千円）　 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

遊
休
資
産

GL伊東店

跡地

（静岡県

伊東市）

－ － － 30,110 － － 30,110

店

舗

EX下田銀

座店　　

（静岡県

下田市）

253 1,1249,586 － － － 10,963

店

舗

EX葵町店

　　　　（浜

松市

中区）

1,434 － 11,739 － 　－ 　－ 13,173

店

舗

EX浜松富

塚店　　　　

　（浜松

市

中区）

20,0041,39714,490 － － 1,26937,162

店

舗

EX浜松住

吉店　　　　

（浜松市

中区）

14,85766617,745 － － 4,27737,547

店

舗

EX浜松

天竜川店

　　　　（浜

松市

東区）

47,2746,50414,450 － － 24,11992,349

店

舗

EX大仁店

　　　　（静

岡県

伊豆の国

市）

17,394707 5,617 － － － 23,720

－

シーズン

セレクト

のれん

－ － － － 386,756－ 386,756

合計 101,21910,40073,62930,110386,75629,667631,783
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前第２四半期累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は

使用価値により測定しております。正味売却価額は、土地に

ついては不動産鑑定評価額により評価しておりますが、重

要性が乏しい土地については固定資産税評価額を基に算定

した金額により、その他の固定資産については取引事例等

を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、

使用価値は、将来キャッシュ・フローを7.3％で割り引いて

算定しております。

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

店舗及び賃貸不動産を基礎とし、また遊休資産については

物件毎にグルーピングしております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続し

てマイナスとなる見込みである店舗の資産グループ、閉店

の意思決定をした店舗等の資産グループ及び市況の変化に

伴い市場価格の著しく下落した遊休資産について、その帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。また、のれんについて

は、事業計画で想定していた将来キャッシュ・フローが見

込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は

使用価値により測定しております。正味売却価額は、土地に

ついては不動産鑑定評価額により評価しておりますが、重

要性が乏しい土地については固定資産税評価額を基に算定

した金額により、その他の固定資産については取引事例等

を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、

使用価値は、将来キャッシュ・フローを7.6％で割り引いて

算定しております。
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売促進費 448,611千円

従業員給料及び賞与 3,927,380千円

賞与引当金繰入額 111,170千円

役員業績報酬引当金繰入額 18,145千円

退職給付費用 89,248千円

法定福利及び厚生費 495,774千円

不動産賃借料 918,008千円

減価償却費 522,382千円

水道光熱費 586,072千円

修繕維持費 350,889千円

のれん償却額 38,979千円

　

※２　当第２四半期会計期間において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

　なお、「MV」はマックスバリュ、「EX」はマックスバ

リュEX（エクスプレス）の略であり、特に記載の無い

ものはヤオハンであります。　

用途

　

場所

　

種類及び減損損失

建物 器具備品 その他 合計

（千円）　
（千円）

　

（千円）

　

（千円）

　

店舗
MV浜松可美店　　

（浜松市南区）
40,53624,70013,10478,341

店舗
EX下田銀座店　　

（静岡県下田市）
83,82117,2893,774104,886

店舗
EX唐瀬店　　　　（静

岡市葵区）
2,673 53 1,9454,672

店舗

葵町店　　　　　（浜松

市中区）　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

371 1,071 493 1,936

賃貸

不動産

シーズンセレクト

福田店　　　　　　　　

（静岡県磐田市）

173,049－ 45,253218,302

合計 300,45343,11464,569408,139

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

店舗及び賃貸不動産を基礎とし、また遊休資産については

物件毎にグルーピングしております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続し

てマイナスとなる見込みである店舗の資産グループ、閉店

の意思決定をした店舗等の資産グループ及び市況の変化に

伴い市場価格の著しく下落した遊休資産について、その帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売促進費 514,946千円

従業員給料及び賞与 4,073,573千円

賞与引当金繰入額 177,294千円

役員業績報酬引当金繰入額 16,050千円

退職給付費用 97,206千円

法定福利及び厚生費 524,879千円

不動産賃借料 995,644千円

減価償却費 644,070千円

水道光熱費 693,106千円

修繕維持費 402,068千円

のれん償却額 66,900千円

　

※２　当第２四半期会計期間において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

なお、「EX」はマックスバリュEX（エクスプレス）

の略であります。

　

用

途

　

場所

　

種類及び減損損失

建物 構築物

工具、器

具及び

備品

土地　 のれん その他 合計

（千円）　 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

店

舗

EX下田銀

座店　　

（静岡県

下田市）

253 1,1249,586 － － － 10,963

店

舗

EX葵町店

　　　　（浜

松市

中区）

1,434 － 11,739 － 　－ 　－ 13,173

店

舗

EX浜松富

塚店　　　　

　（浜松

市

中区）

20,0041,39714,490 － － 1,26937,162

店

舗

EX浜松住

吉店　　　　

（浜松市

中区）

14,85766617,745 － － 4,27737,547

店

舗

EX浜松

天竜川店

　　　　（浜

松市

東区）

47,2746,50414,450 － － 24,11992,349

店

舗

EX大仁店

　　　　（静

岡県

伊豆の国

市）

17,394707 5,617 － － － 23,720

－

シーズン

セレクト

のれん

－ － － － 386,756－ 386,756

合計 101,21910,40073,629 － 386,75629,667601,673
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

　なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は

使用価値により測定しております。正味売却価額は、土地に

ついては不動産鑑定評価額により評価しておりますが、重

要性が乏しい土地については固定資産税評価額を基に算定

した金額により、その他の固定資産については取引事例等

を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、

使用価値は、将来キャッシュ・フローを7.3％で割り引いて

算定しております。

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

店舗及び賃貸不動産を基礎とし、また遊休資産については

物件毎にグルーピングしております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続し

てマイナスとなる見込みである店舗の資産グループ、閉店

の意思決定をした店舗等の資産グループ及び市況の変化に

伴い市場価格の著しく下落した遊休資産について、その帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。また、のれんについて

は、事業計画で想定していた将来キャッシュ・フローが見

込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は

使用価値により測定しております。正味売却価額は、土地に

ついては不動産鑑定評価額により評価しておりますが、重

要性が乏しい土地については固定資産税評価額を基に算定

した金額により、その他の固定資産については取引事例等

を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、

使用価値は、将来キャッシュ・フローを7.6％で割り引いて

算定しております。　
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年８月31日現在）

現金及び預金 10,000,187千円

預け金（流動資産その他） 13,344千円

現金及び現金同等物 10,013,532千円

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年８月31日現在）

現金及び預金 5,539,927千円

関係会社預け金 1,000,000千円

預け金（流動資産その他） 32,128千円

現金及び現金同等物 6,572,055千円

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年８月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成22年３月１日　至　平成22年

８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数  

普通株式　　17,494,500株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　46,928株

  

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期会計期間末残高　　8,018千円

  

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類

配当金の総

額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月20日

取締役会
普通株式 627,924 36.00

平成22年

２月28日

平成22年

５月７日
利益剰余金

　

 

（２）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年８月31日）

前事業年度末
（平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 2,091.88 円 　 １株当たり純資産額 2,101.06 円 　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21.27 円 　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
21.26 円 　

１株当たり四半期純利益金額 27.88 円 　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
27.86 円 　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 370,795 486,286

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 370,795 486,286

期中平均株式数（千株） 17,429 17,444

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 13 9

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5.71 円 　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
5.71 円 　

１株当たり四半期純利益金額 9.12 円 　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
9.11 円 　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 99,599 159,123

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 99,599 159,123

期中平均株式数（千株） 17,429 17,447

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 18 10

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年10月７日

マックスバリュ東海株式会社

 取締役会御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　安正　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 陸田　雅彦　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ東

海株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第48期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年６月１日

から平成21年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ東海株式会社の平成21年８月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上 

 
 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年10月13日

マックスバリュ東海株式会社

 取締役会御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　安正　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 陸田　雅彦　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ東

海株式会社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第49期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年６月１日

から平成22年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ東海株式会社の平成22年８月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上 

 
 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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